
日本成長戦略会議（第８回）調査報告
調査基準日：2026年10月2日
対象会合：2026年10月1日 16:45～17:30、総理大臣官邸2階大ホール  fileciteturn0file0

Executive Summary

第8回会議は、7月に閣議決定した「日本成長戦略」を、2027年度予算と連動する5年間の実行段階へ移す会
合だった。年末までに17戦略分野・8横断課題の重点投資、予算、成果指標を具体化し、経済安保上重要な分
野には特別会計・つなぎ国債を導入する方向を確認。建設人手不足、資金、電力、AIを主要ボトルネックと
し、AI・建設対策も年末に策定する。最大の論点は、投資の予見可能性と潜在成長率押上げを狙う積極財政
が、供給制約・インフレ・国債金利・政策選別の失敗を抑えつつ、民間投資を本当に追加誘発できるかであ
る。 

会議の公式像と決定・実行スケジュール

会議の目的と位置付け

日本成長戦略本部・会議の公式目的は、リスクや社会課題に先手を打つ官民連携投資を促進し、世界共通課
題の解決に資する製品・サービス・インフラを供給することを通じて、日本経済の成長につなげることであ
る。2026年7月21日には「日本成長戦略」が閣議決定され、17戦略分野と62の主要製品・技術等の官民投資
ロードマップが確定した。第8回は、その「戦略策定」から「予算・制度・執行」への移行を具体化する会合
と位置付けるのが最も正確である。 

公式議題は、①「日本成長戦略実行計画」の策定、②当面の検討課題、③『「強く豊かな日本」投資枠』に
おける特別会計、の3点だった。  fileciteturn0file0

資料1は、日本経済について、3年連続の高い賃上げと2025年度の民間企業設備投資128兆円という変化を踏
まえ、なお「守りの姿勢」から投資主導の成長経済へ完全には移れていないとの問題認識を示す。その上
で、年末の実行計画に、今後約5年間の重点投資、民間投資額、主要予算事業、政策効果などを落とし込む方
針を示した。 fileciteturn0file1

出席者・構成員

第8回について、2026年10月2日時点で、会議当日の完全な出席者名簿は公式ページに掲載されていない。し
たがって「構成員」と「今回の資料提出者」を区別する必要がある。第1回発足時に政府が公表した民間有識
者12名は、会田卓司、伊藤麻美、遠藤典子、片岡剛士、小林健、鈴木一人、竹内純子、筒井義信、橋本英
二、平野未来、松尾豊、芳野友子の各氏である。 

このうち第8回で個別資料が公表されたのは、会田、遠藤、片岡、小林、竹内、平野、松尾、芳野の8委員で
ある。これは「8名のみが出席した」という意味ではなく、あくまで資料提出が確認できる委員を意味する。 

 fileciteturn0file13

政府側では高市首相が議長として会合を主宰した。首相の取りまとめ発言では、城内大臣、古川大臣、赤澤
大臣、中司大臣、尾﨑官房副長官らに具体的な作業指示が出されているが、それだけから各氏の会場出席を
断定するのは避けるべきである。 
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何が「決まった」のか

重要なのは、配布資料中の「委員提言」と、政府としての「方向性・首相指示」を混同しないことである。
2026年10月2日時点で第8回の正式な議事要旨・議事録へのリンクは会議ページで確認できず、公開されてい
るのは主として配布資料と首相の取りまとめ発言である。したがって、以下はその範囲で確認できる政府の
実行方針である。 

テーマ 第8回で公式確認できる方向 期限・次の工程 現時点の確定度

日本成長
戦略実行
計画

今後5年間の国内投資の道
筋、複数年度目標、必要予
算、期待効果、「勝ち筋」
を明示

2026年末、予
算編成と一体で
策定

高い。首相の明示的指示 

重点投資
の絞り込
み

「足元の収益源」「今後の
稼ぎ頭」「経済安全保障の
強化」等に類型化し、集中
投資項目を明確化

城内大臣が会議
へ報告

高い。ただし具体的分野・金額は未確
定 

特別会計
経済安全保障上特に重要な
分野などを別枠管理し、複
数年度支援を可能にする

2027年度予算
から実行するた
め法的措置を検
討

政治方針は明確、制度設計・規模・償
還財源は未確定 
fileciteturn0file3

つなぎ国
債

複数年度財源を裏付けとし
て前倒し調達に使用

特別会計関連法
制と併せ検討

枠組みは提示済み、発行額は未定
fileciteturn0file3

建設供給
力

尾﨑副長官の下、国交省・
経産省中心の政府横断検討
体制を設置

2026年末まで
に政策パッケー
ジ

高い 

AI・AX
信頼できるAIによるAX像、
規制・制度改革原則、社会
実装アクションプランを策定

2026年末 高い 

資金供
給・電力

成長資金と電力インフラ確
保の検討を加速

年末の実行計
画・予算工程へ

方向性は高いが具体策未定 
fileciteturn0file2

執行管理

各省の責任体制を明確化
し、政務三役が重要投資案
件を現場確認、費用対効果
を改善

実行計画策定後
も継続

原則決定、KPI詳細は未公表 

首相が述べた「今正に『分岐点』」という表現は、この会合の政治的性格をよく表している。単なる追加の
「成長戦略」文書ではなく、2027年度当初予算、複数年度財政措置、特別会計、規制改革を接続することが
第8回の核心だった。 

実行スケジュール

時期 予定・意味

2026年
10月1日

第8回。重点項目選別、特別会計、建設・資金・AI・電力のボトルネック除去を本格化。 
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時期 予定・意味

2026年
秋～年末

17分野・8横断課題から重点案件を絞り込み、予算・KPI・勝ち筋を精査。
fileciteturn0file1

2026年
末

「日本成長戦略実行計画」、建設供給力政策パッケージ、AI・AX関連3点セットを取りまと
め。 

2027年
度予算

「強く豊かな日本」投資枠と特別会計を含む政策を実行段階へ。必要な法制措置が前提。
fileciteturn0file3

以後約5
年間

「集中投資期間」として重点投資を実施・検証。政府資料は「今後5年間」「2030年頃ま
で」といった表現を用いており、実行計画上の厳密な終期は年末文書で確認する必要があ
る。 fileciteturn0file1

2040年
度

官民投資・設備投資・GDP等の長期目標時点。 

政策・数値目標の根拠と実現可能性

主要な数値を「政府目標」と「委員提案」に分けて読む

第8回資料には多数の数字が登場するが、すべてが政府目標ではない。特に、会田・片岡・松尾各委員の数字
は政策提案・試算であり、政府の確定KPIと扱うべきではない。

数値 性格 評価

2040年度 国内
民間設備投資
250兆円

新たな官民目標。政府モデルの約230兆円見
通しに対し、経団連がより野心的な250兆円
を提唱し政府が官民目標化。 

2025年度128兆円から15年で250兆
円なら、単純計算で名目年平均約
4.6%増が必要。高いが、設備投資の
GDP比上昇を伴えば数学的には不可
能ではない。

2040年度 名目
GDP約1,100兆
円

政府の中長期目標・試算に対応。 
実質成長・インフレ・生産性の組合
せが必要。人口減少下では生産性上
昇が決定的。

早期に実質1%
超、名目3%超
成長

政府方針。 
IMFが2025年に潜在成長率を0.5%程
度とみていたことを踏まえると、供
給力の恒常的な引上げが必要。 

17分野・62製品
技術、累計370
兆円超の官民投
資

2040年度までのロードマップで「期待」さ
れる総額。政府歳出370兆円ではない。 

大和総研によればAI・デジタル関連
がおよそ半分を占め、一定の重点化
はある。 

中小企業の労働
生産性を2030年
度までの5年間
で15%増

連合が政府目標として引用。第8回の新規決
定ではない。 fileciteturn0file11

賃上げ・価格転嫁・設備投資・AI導
入を同時に進める必要。
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数値 性格 評価

需給ギャップ
2%超

会田委員の「高圧経済」論に基づく提案。
政府目標ではない。
fileciteturn0file4

IMFの2026年需給ギャップ推計が既
に+0.5%で、さらなる財政拡張がコ
アインフレを押し上げ得るとの評価
とは緊張関係にある。 

AXでGDP最大
1.5%押上げ

松尾委員資料の構想値。政府の公式効果試
算ではない。 fileciteturn0file10

実装率、業務再設計、人材移動によ
るため不確実性が大きい。

2026年度収入
104.7兆円、
2027年度112.0
兆円

片岡委員が税収弾性値等を置いた試算。政
府歳入見通しではない。
fileciteturn0file6

税収弾性・名目成長率への感応度が
高く、恒久財源と同視すべきでな
い。

投資重視の経済学的な根拠

政府が設備投資を中心に据えた方向には一定の実証的根拠がある。OECDの2026年対日経済審査は、日本の
低い生産性伸びの主因の一つを弱い投資に求めており、時間当たり労働生産性の伸びは2000～08年の年1.2%
から2019～24年には0.3%へ低下したとしている。また、働き手比率は2050年に49.9%まで低下する政府低出
生シナリオを示し、人口減少下で成長を維持するには労働供給または生産性の上昇が必要だとする。 

さらにOECDは、日本ではR&Dやソフトウェアなど無形資産投資が増えても、それだけでは十分な生産性向上
につながらず、組織資本、研修、ICT、AI、人材への補完投資が必要だと指摘している。これは、第8回が単
純な設備補助から、AI、人材、資金、電力、労働市場という横断的ボトルネックへ焦点を移したことを支持
する重要な根拠である。 

したがって、政策の成功条件は「370兆円という額」そのものではない。資本装備率を高めると同時に、低生
産性部門から高生産性部門への人材・資本移動、組織改革、技能向上、規制改革が起きるかが重要になる。
OECDも資源再配分とAI・デジタル普及を日本の生産性改善の鍵に挙げている。 

250兆円目標の実現可能性

250兆円目標は、もともとの政府モデルが示す2040年度約230兆円より20兆円、約8.7%高い。経団連は、
「政府が一歩前に出る」ことを前提に、政府試算を上回る水準を民間側から提示したと説明している。つま
り250兆円は、モデルの自然な延長というより政策成功を織り込んだストレッチ目標である。 

2025年度の民間企業設備投資128兆円を基点に単純計算すると、15年間で250兆円にするには名目ベースで年
約4.6%の伸びが必要となる。政府が掲げる「名目3%超」の経済成長率を設備投資が継続的に上回る必要があ
るため、設備投資比率そのものを引き上げる構造転換を前提とする。 fileciteturn0file1 

ただし、足元の弱点は資金よりも実物的供給制約である可能性が高い。政府自身が建設労働力、電力インフ
ラ、AI・デジタル、人材を同時にボトルネックとして挙げている。補助金を増やしても工場・データセンター
を建設する人員、系統接続容量、変圧器、電源が不足すれば、投資額の増加が実質資本形成ではなく建設
費・設備価格の上昇へ流れるリスクがある。 fileciteturn0file2 

「高圧経済」とインフレの緊張関係

会田委員は、需給ギャップを2%超へ押し上げる「高圧経済」が、企業の投資・賃金拡大を促し、その投資が
長期には供給能力になると主張する。また企業貯蓄率をプラスから正常なマイナス、すなわち「貯蓄超過」
から「投資超過」へ転換させることを進捗指標として提案した。 fileciteturn0file4

15

16

17

17

18

19

6

4

https://www.imf.org/ja/news/articles/2026/02/13/imf-cs-02172026-japan-staff-concluding-statement-of-the-2026-article-iv-mission
https://www.oecd.org/en/publications/oecd-economic-surveys-japan-2026_54cc833d-en/full-report/reigniting-productivity-growth_67b7a182.html
https://www.oecd.org/en/publications/oecd-economic-surveys-japan-2026_54cc833d-en/full-report/reigniting-productivity-growth_67b7a182.html
https://www.oecd.org/en/publications/oecd-economic-surveys-japan-2026_54cc833d-en/full-report/reigniting-productivity-growth_67b7a182.html
https://www.keidanren.or.jp/speech/kaiken/2026/0706.html
https://www.kantei.go.jp/jp/105/statement/2026/0727kaiken.html
https://www.kantei.go.jp/jp/105/actions/202610/01seichyou.html


これは需要不足が長かった日本には一貫した論理を持つ一方、2026年のマクロ環境では論争的である。IMF
は2026年2月時点で、需給ギャップを2026年+0.5%と見込み、経済が潜在成長率を上回る中で追加の短期的
財政緩和を控えるべきだとし、より拡張的な財政政策はコアインフレ率を押し上げる可能性があると警告し
た。 

したがって第8回の積極財政が持続的成長になる条件は、需要刺激のスピードと供給力増強のタイミングを合
わせることである。発電所、送電網、人材育成、半導体工場など供給力拡大に数年を要する案件で、先に需
要だけが増えれば、高圧経済は賃金・投資より先に物価や金利を押し上げる可能性がある。これは政府資料
から導かれる重要な実行リスクである。 

特別会計・つなぎ国債の妥当性

政府案の合理性は、半導体・防衛・エネルギー・AIインフラのような長期投資では、単年度予算では企業が
政府支援の継続性を読めず、投資判断が遅れるという点にある。資料3は、複数年度財源を確保して公的支援
にコミットし、その裏付けとなる財源に対してつなぎ国債を発行することで支援を前倒しする設計を示す。対
象事業には、収益化、民間投資の呼び水、自律性・不可欠性の確保などの政策根拠を要求している。
fileciteturn0file3

一方、特別会計は「複数年度の予見可能性」と引き換えに、一般会計の毎年度査定から距離を置くため、ガ
バナンスが重要になる。朝日新聞もこの点を取り上げ、一般会計よりチェックが及びにくいとの指摘を紹介
した。連合も、償還財源の確実な裏付けと、事業ごとの執行状況・政策効果の継続検証を要求している。
fileciteturn0file12 fileciteturn0file11

IMFもより一般的な日本財政への提言として、国の基金のガバナンス強化、中期財政枠組みと毎年度予算の強
い接続、産業政策には期限・サンセット条項・費用便益分析を設けることを求めている。これは第8回の特別
会計設計にそのまま当てはまる評価基準と考えられる。 

経済・産業・雇用・財政・地域への想定影響

経済全体

成功した場合の経路は、政府が描く「国内投資 → 供給力・生産性上昇 → 良質な雇用・賃金 → 消費 → 企業収
益 → 税収」という循環である。設備投資が短期には需要を生み、中長期には資本ストックを増やすという考
えは理論的にも妥当で、OECDが日本の弱い投資を低生産性の重要因と分析していることとも整合する。
fileciteturn0file1 

ただし「投資額」と「潜在成長率」は一対一ではない。低採算設備、政治的選別による過剰投資、国内に比
較優位のない製品への過度な自給化は、資本生産性を下げる。NRIの木内登英氏は、17分野が「総花的」で理
念が見えにくいこと、政府支援が民間の自助努力やイノベーションを弱める可能性、経済安保名目の国内生
産が経済効率を低下させ、物価上昇をもたらす可能性を批判している。 

逆に、大和総研は、人口減少下で資本ストックを積み増し労働生産性を高める必要性を認め、政府投資は企
業と同じ採算性だけで評価すべきではなく、インフラ、外部性、産業基盤形成といった公共的効果を含めて
評価すべきだという、より肯定的な見方を示している。 

産業構造

17分野はAI・半導体、デジタル・サイバー、情報通信、量子、防衛、航空・宇宙、海洋、造船、重要鉱物・
部素材、バイオ、創薬・先端医療、エネルギー・GX、フュージョン、防災・国土強靱化、港湾ロジスティク
ス、フードテック、コンテンツという、先端技術と安全保障・基盤産業を横断する構成である。 
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大和総研の整理では370兆円超の想定投資の約半分がAI・デジタル領域に集中しており、表面的な17分野の数
ほど完全に均等配分ではない。とはいえ、政府は「62製品・技術」の中でもさらに今後5年の重点項目を絞る
必要を認めており、第8回はまさにこの再選別を開始した会合である。 

AI分野では、平野未来委員はAGI級AIが計画期間中に出現する可能性を前提に、固定的な補助対象ではなく、
データ、人材、安全な活用環境、電力予測を含めて投資ポートフォリオを定期的に組み替えるべきだと提案
した。また製造、建設、造船の設計・CAD業務へのAI導入を供給制約解消策として位置付けている。これは委
員提言であり政府決定ではないが、「AI政策」と「建設人手不足対策」を別々にせず接続する発想として重
要である。 fileciteturn0file9

松尾豊委員の資料は、企業のAI導入からデータ連携、業務プロセス再設計、統合AI、事業変革へ進む「AX」
の段階論と、半導体・AIチップ、クラウド・データセンター・電力、基盤モデル、業界特化モデル、AIロボッ
トまでを一体の「国産AIテックスタック」と捉える図を提示する。同資料はAX社会実装によるGDP押上げ効
果を最大1.5%と掲げるが、これは委員側の構想値である。 fileciteturn0file10

雇用・労働市場

短期には、半導体、データセンター、造船、建設、電力網などで人材需要がさらに高まり、既に深刻な供給
制約を悪化させる可能性がある。そのため政府自身が建設供給力を最優先の投資環境課題に格上げした。
fileciteturn0file2 

ここで政策対立が鮮明である。日本商工会議所は、建設・運輸・宿泊・飲食等の人手不足を理由に、健康確
保と労使合意を前提として変形労働時間制などの柔軟化を求める。 fileciteturn0file7

これに対し連合は、長時間労働を招き得る規制緩和に反対し、勤務間インターバル、連続勤務規制、「つな
がらない権」などを重視する。建設業では「4週8休」や工期・取引慣行の適正化を優先すべきだとしてい
る。 fileciteturn0file11

したがって、年末の建設政策パッケージは単なる「労働時間規制緩和」では合意が難しい。AI・BIM等の省力
化、標準化、発注・工期慣行、人材育成、外国人材、賃金・処遇改善を組み合わせた供給力政策にできるか
が実現可能性を左右する。OECDとIMFも、日本では労働供給だけでなく生産性向上、技能形成、労働移動、
AI時代のリスキリングが必要だとする。 

電力とAIインフラ

AI・半導体投資は、ソフトウェア政策で完結しない。遠藤典子委員は、国内データセンター計画の約8割が東
京・大阪圏に集中し、系統接続に長期間を要するとの報道を踏まえ、電力網「ワット」と通信網「ビット」
を計画段階から一体整備し、電力余力のある地域へデータセンターを分散誘導する必要性を指摘した。これ
らの数字は委員資料における引用情報であり、政府公式統計そのものではない点に留意が必要である。
fileciteturn0file5

竹内純子委員はより強く、産業用電気料金を中国・韓国等と比較可能な水準に抑えること、既存原発を最大
限活用すること、石炭火力の早期退出による供給力不足を避けることなどを提言した。これも政府決定では
なく、GX・電力安定供給の中で賛否が分かれ得る委員提案である。 fileciteturn0file8

政策的には、AI投資を加速しながら電力インフラ増強が遅れれば、系統待ち・電気料金高騰が投資の実行率
を下げる。逆に、電源立地とデータセンターを地方に組み合わせれば、東京・大阪集中の緩和と地域投資の
新しい核になる可能性がある。政府が第8回で電力を独立したボトルネックとして扱った意味は大きい。 
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財政・国債市場

最大のマクロリスクは、成長投資のリターンが出る前に金利・利払い費が増えることだ。IMFは2026年時点
で、日本の総政府債務は主要国で最も高い水準にあり、より高い金利への借換えに伴い利払い費が2025年か
ら2031年にかけて倍増すると見込む。そのため、短期の一律的景気刺激より、人的・物的資本への「質の高
い投資」を維持しつつ中期財政枠組みを強化するよう求めている。 

政府側は、財政運営の中核目標を基礎的財政収支ではなく「債務残高対GDP比の安定的低下」に置き、成長
率を高めることで分母のGDPを拡大する構想である。2027年度を「責任ある積極財政元年」と位置付けつ
つ、市場とのコミュニケーションと年間国債発行額を重視すると説明している。 

両者は完全に矛盾するわけではない。成長率が金利を十分上回り、支援が高い追加投資・生産性につながれ
ば債務比率は下がり得る。しかし支援が既存企業の予定投資への補助に置き換わるだけなら、国債だけが増
える。「民間投資を何円追加誘発したか」「補助なしでも行われた投資ではないか」を測る追加性・クラウ
ドイン効果が、財政評価の中心指標になるべきである。政府資料3も市場の失敗・追加性・波及効果を選定基
準として明記している。 fileciteturn0file3

地域・中小企業

地域面では、成長戦略が大企業の先端設備投資だけに終わると、東京圏・大都市圏への集中をむしろ加速す
るリスクがある。政府は7月段階から「地域未来戦略」と産業クラスターを組み合わせ、大規模投資を地域の
サプライチェーン、人材育成、インフラへ波及させる方針を採っている。 

日本商工会議所の小林健会頭は第8回資料で、実行計画の実効性は「中小企業」と「地域」への波及にかかっ
ていると強調し、複数年度の「地域未来戦略実現フレーム」、地域未来交付金、地元企業への波及効果、観
光の戦略分野追加などを要求した。また中小企業が地域雇用の非常に大きな部分を担うとして、税制・事業
承継・賃上げ支援の継続を求めている。 fileciteturn0file7

このため、実行計画の地域KPIは、単に「工場立地件数」だけでなく、地元調達率、地域賃金、生産性、地場
企業への発注、地域大学・高専からの人材供給、税収、電力・住宅・交通への負荷まで追う必要がある。こ
れは第8回の「費用対効果」「進捗把握」の考え方から導かれる評価上の要件である。 

メディア・専門家・業界団体・SNSの反応

主要メディアの報道フレーム

開催翌日の2026年10月2日時点では、政策そのものがまだ実行計画策定前であるため、社説による本格評価
よりストレートニュースで何を見出しに置いたかの差が中心である。

媒体 主な焦点 論調・特徴

朝日新
聞

「高性能AIの普及」「年内
計画」を主見出し。AIで米
中に後れを取るとの問題意
識、AX、5年間の集中投資、
特別会計まで報道。

全体は説明的だが、特別会計は一般会計よりチェックが弱く
なり得るとして、収益化・民間投資誘発・自律性等の支援要
件を紹介。主要報道の中ではガバナンス面への注意が比較的
明確。 fileciteturn0file12

読売新
聞

会議前報道で高性能AIの社
会実装、AX、規制改革、年
内行動計画を強調。

政策のスピードとAI競争への対応を前面に置く政策推進型の
フレーミング。公開検索では論説的な財政批判は目立たな
い。記事の公開検索結果は二次配信経由で確認。 
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媒体 主な焦点 論調・特徴

時事通
信

2027年度以降の集中投資、
17分野の重点化、収益性・
波及効果、特別会計、つな
ぎ国債、建設・資金・電力
を網羅。

制度・予算工程を最も俯瞰する中立的整理。 

共同通
信

建設業の人手不足とAI導入
を見出しにし、5年間の集中
投資、特別会計にも言及。

「投資を阻む供給制約」を具体的ニュースとして強調する実
務型。 

テレビ
朝日／
ANN

「高性能AI普及へ」「行動
計画を年末までに」が主
軸。建設人手不足政策パッ
ケージも報道。

テレビ向けにAIと年末期限を簡潔に強調。財政制度の掘り下
げは限定的。 

NHK

公開検索で確認できる報道
比較情報では、建設人手不
足への政府横断対応と年末
政策パッケージに重点。

政策の執行工程を中心とする中立的フレームと整理されてい
る。ただし今回の調査ではNHK原ページ自体が検索ツールか
ら直接取得できず、評価の確度は上記媒体より一段低い。 

毎日新
聞

第8回を主題とする10月1～2
日の公開検索可能な記事を
今回の調査では確認でき
ず。

論調判定を保留。有料・検索非表示記事が存在しないことま
で意味しない。

日本経
済新聞

同様に、第8回を主題とする
開催当日・翌日の公開検索
結果を今回確認できず。

論調判定を保留。ただし6月段階の370兆円投資計画は他の分
析機関が日経報道を引用しており、従来は投資規模・産業配
分を主要論点としてきた。 

したがって、「主要紙が賛否で真っ二つ」という状況ではない。開催直後のニュース段階では、朝日＝AI＋
制度監視、読売・ANN＝AI実装の加速、時事＝予算・制度全体、共同・NHK＝建設人手不足を含む供給制約
という「力点の差」の方が大きい。社説レベルの政策評価が出そろう前に強い思想的論調差を読み込むのは
時期尚早である。 fileciteturn0file12 

会議内部の専門家・有識者の賛否

第8回の委員提出資料は、方向性への大きな賛同がある一方、何を条件に積極財政を正当化するかでは相当な
違いがある。

会田卓司氏は、0%の需給ギャップを「過去の弱いトレンドに追いついただけ」とみなし、2%超の高圧経済
と投資需要拡大を支持する。設備投資/GDP、企業貯蓄率、公共投資/GDPを進捗指標とし、政府・日銀・
GPIFの連携も主張する。 fileciteturn0file4

片岡剛士氏も実行計画そのものには肯定的だが、案件選定では①他分野への波及が大きい、②政府支出が民
間投資をクラウドアウトせず呼び水になる、という条件を置く。さらに従来の政策評価、行政事業レ
ビュー、EBPMを整理し、リアルタイムデータ・AIを利用した政策効果検証を求める。これは積極財政派の内
部から出た重要なガバナンス要求である。 fileciteturn0file6

遠藤典子氏は、防衛需要をデュアルユース産業への「確定需要」として利用し、複数年度購入契約と民生市
場への展開を組み合わせる構想を提案する。補助金より政府調達の方が民間投資への需要シグナルとして確
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実だという考えである。同時に、電力・通信網の物理インフラをAI国力の前提と位置付ける。
fileciteturn0file5

竹内純子氏は、規制改革、国際標準化、人材・労働市場改革を投資と同等に重視し、電力料金の国際競争力
を具体的なターゲットにすべきだと主張する。原子力の最大限活用や石炭供給力維持は、エネルギー安全保
障を重視する立場からの提案であり、GX政策との整合を巡って今後論争になり得る。
fileciteturn0file8

平野未来氏と松尾豊氏はAIの急速な技術進歩を理由に、特定技術への固定的な補助より、データ、人材、基盤
モデル、半導体、クラウド、電力、ロボティクスまでを含む柔軟な投資ポートフォリオとAXを重視してい
る。技術変化が予算制度より速いという問題提起であり、5年間の固定ロードマップには定期的な組替え条項
が必要だという含意を持つ。 fileciteturn0file9 fileciteturn0file10

外部シンクタンク・国際機関の評価

肯定・条件付き肯定では、地経学研究所の鈴木一人氏が7月の戦略を、一政権限りの産業政策ではなく経済安
全保障を含む長期的国家戦略として評価している。同研究所の直近論考も、戦略17分野の多くが防衛、通
信、宇宙、海洋、エネルギー、食料、医療など国家安全保障に直結し、「攻め」の経済安全保障を成長につ
なげることが鍵だと論じる。なお鈴木氏自身は成長戦略会議メンバーであり、完全な第三者評価ではない点
を割り引く必要がある。 

大和総研は、人口減少下で設備投資を増やして資本装備率を引き上げる必要性を認め、AI・デジタルに投資
の約半分が配分されるなど一定のメリハリがあると評価する。一方で、高成長実現にはかなり高い生産性上
昇が必要であり、2030年代以降の財政持続可能性が試金石になるとの条件を付ける。 

批判的評価として最も明確なのはNRIの木内登英氏である。17分野・370兆円は「総花的」で、政府の本来の
役割は個別産業の選択より労働市場改革、少子化対策、外国人材、地方創生などマクロ的供給力改革にある
と主張する。また経済安保を理由に国産化を過剰に進めれば、自由貿易の利益を損ね、価格を押し上げる可
能性を指摘する。 

IMFの立場も条件付きで厳しい。半導体やGXなどの産業政策そのものを否定してはいないが、政策は市場の
失敗や外部性に絞り、期限付き、サンセット条項付き、包括的費用便益分析の対象とすべきだとする。同時に
2026年の日本経済は既に潜在成長を上回っており、短期的な追加財政緩和には慎重である。 

OECDはむしろ「投資不足」という診断には強い裏付けを与える一方、資本を入れるだけでは不十分とする。
日本では無形資産投資の生産性が低く、ICT・AI・人材・組織への補完投資と、低生産性企業から高生産性企
業への資源再配分が必要だとするため、政府の成長戦略を評価する際には「投資総額」より「生産性への変
換率」を見るべきだという示唆になる。 

なお、第8回の翌日という時点上、第8回そのものを対象とした査読済み学術論文は存在を期待できない。学
術界の評価としては、会議に参加する大学研究者の提出資料、OECD・IMFの実証分析、政策研究機関の論考
を代替的に参照するのが現時点では妥当である。

業界団体・労働界の反応

日本商工会議所は基本的に成長投資の方向を支持しつつ、「中小企業」「地域」への波及、複数年度予算の
予見可能性、PDCAによる優先順位変更・撤退、規制緩和、賃上げ税制、事業承継、地域交付金などを要求し
た。特徴は、370兆円の「総額」より、サプライチェーンを支える中小企業へ利益が届くかを問題にしている
ことである。 fileciteturn0file7
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連合は投資・賃上げの好循環そのものには賛成だが、財政規律と労働規制の二点で強い警戒を示す。特別会
計には透明性・事業別検証を要求し、労働時間制度では規制緩和より健康確保・生産性向上を優先する。加
えて国産クラウドや国内IT人材を経済安全保障上重視する点では、政府戦略と親和的である。
fileciteturn0file11

この対比から、産業界・労働界の最大の対立点は「成長投資の是非」よりも、人手不足を労働時間の柔軟化
で補うのか、省力化・処遇改善・労働時間短縮で解くのかにあると整理できる。 fileciteturn0file7
fileciteturn0file11

SNS・オンライン世論

SNSについては慎重な扱いが必要である。会合翌日の時点で、X等について代表性のある大規模ソーシャルリ
スニング調査や世論調査は公表されておらず、検索可能な個人投稿だけから「世論は賛成／反対」と結論付
けることはできない。公開検索ではAI行動計画を好意的に解説する個人note等が確認できる一方、過去の労
働市場改革について長時間労働への懸念を繰り返し提起する投稿も存在するが、いずれも世論の母集団を代
表しない。 

現段階で比較的確実に言える「社会的な争点」は、SNSの件数ではなく、公的な利害関係者の反応と一致す
る三つである。すなわち、AI・先端産業への投資加速への期待、特別会計・国債を巡る財政規律への警戒、
労働供給制約に対して規制緩和か働き方改善かという対立である。SNSの量的傾向については、今後の世論
調査や十分な期間の投稿データなしに断定すべきではない。 fileciteturn0file7
fileciteturn0file11

過去会議からの継続性と進展度

第8回は新しい政策をゼロから作った会合ではなく、約11か月にわたる「対象選定 → ロードマップ → マクロ
試算 → 横断改革 → 閣議決定」の次に来る執行設計フェーズである。

段階 主な進展 第8回とのつながり

2025年11月 日本成
長戦略本部・第1回
会議

本部・会議を創設。複数年度予算、投資内容・時期・目
標額を含むロードマップ、国富への定量効果を求める。 

第8回の複数年度
「実行計画」の原
点。

2025年12月～ 17戦略分野と8横断課題の検討体制を整備。 
「何を対象にする
か」の枠組み確
立。

2026年3月 第3回
当初61の主要製品・技術、先行ロードマップ、経済財政
効果を議論。 

個別案件への具体
化開始。

2026年4月 第4回
労働市場等の分野横断課題へ重点を移す。後の建設人手
不足議論の前提。 

投資額だけでなく
制度改革が必要と
認識。

2026年6月 第5回
17分野で2040年度までに370兆円超の官民投資見込みを
提示。62製品・技術へ拡張。 

投資総額の大枠が
成立。

2026年6月末～7月
第6・第7回

日本成長戦略案をまとめ、7月21日に閣議決定。2040年
度250兆円設備投資、GDP約1,100兆円、債務/GDP安定低
下などを明示。 

「戦略」が正式な
政府方針になる。
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段階 主な進展 第8回とのつながり

2026年10月 第8回
5年間の重点案件・予算・成果、特別会計、建設・資金・
電力・AIの供給制約、責任体制へ。 

戦略策定から執
行・予算・KPIへ転
換。

進展度を項目別にみると、戦略分野の選定と2040年ロードマップは高進捗、今後5年間の案件選別は中途、
特別会計の法制度と財源は初期段階、AI・建設の実装政策は年末取りまとめに向けた策定段階と評価でき
る。 

最大の変化は、「17分野すべてを支援する」という静的な産業政策から、足元の収益源、次の稼ぎ頭、将来
の芽、経済安全保障という異なる時間軸を持つポートフォリオとして扱い始めたことである。資料3も17分野
全体をポートフォリオとして捉える必要を明記している。 fileciteturn0file3

また第8回では、「建設できない」「電力がない」「資金が回らない」「AI導入が制度に阻まれる」といった
実装上の制約が正面から議題化された。この点は、従来の日本の成長戦略にありがちだった目標列挙から、
一段実務的なフェーズに進んだと評価できる。もっとも、年末の実行計画で案件を本当に絞れるか、撤退基
準まで書けるかが次の試験になる。 fileciteturn0file2 

情報源の信頼性と総合評価

情報源の優先順位

本報告では、情報源を次の順に重視した。

信頼
度

情報源 用途・注意点

最優
先

首相官邸、内閣官
房、日本成長戦略会
議の議事次第・政府
配布資料・総理取り
まとめ

会議の日時、議題、政府方針、期限、首相指示を確定する一次資料。
 fileciteturn0file1 fileciteturn0file2

fileciteturn0file3

高
OECD、IMF、政府経
済財政モデル等

実現可能性、潜在成長率、労働生産性、財政リスクの外部検証。 

高～
中

朝日、読売系配信、
時事、共同、ANN等

速報・政策のニュース価値、報道フレームの比較。一次資料と照合し
て使用。 fileciteturn0file12 

中
NRI、大和総研、地経
学研究所など

政策評価・批判・代替解釈。執筆者の立場を明示して利用。 

中～
限定
的

会議委員、日本商工
会議所、連合の提出
資料

当事者の政策提言として極めて重要だが、中立的事実認定とは区別。
fileciteturn0file4 fileciteturn0file5
fileciteturn0file6 fileciteturn0file7
fileciteturn0file8 fileciteturn0file9
fileciteturn0file10 fileciteturn0file11

低・
参考

SNS、個人note、転
載・比較サイト

世論の代表性はなく、論点発見に限定。数量的な「世論傾向」には使
用しない。 
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現時点で確認できない事項

第一に、正式な議事録・議事要旨である。 2026年10月2日時点の第8回公式ページでは配布資料が公開されて
いるが、会議中の各委員発言を逐語的に確認できる議事録は確認できない。このため、「全参加者がどの論
点に合意したか」は、首相取りまとめ以上に広げて断定していない。 

第二に、特別会計の規模・償還財源・対象分野の最終リストである。 政府は複数年度財源の確保と償還財源
に裏付けられたつなぎ国債という原則を示したが、具体的な税外収入、国債発行額、勘定構成、国会統制の
仕組みは今後の法制・予算作業に残されている。 fileciteturn0file3

第三に、今後5年間の分野別予算・民間投資額である。 2040年度までの370兆円超は既存ロードマップの大枠
であり、第8回が新たに370兆円の支出を決めたわけではない。むしろ年末までに、そこから「集中投資期
間」に何を優先するかを選ぶことが宿題である。 

総合評価

政策設計上の最大の前進は、「長期目標を掲げる成長戦略」から「誰が、いつまでに、いくら使い、何を成
果指標にするか」という実行計画へ移ったことである。複数年度予算、特別会計、現場進捗確認、追加性・
費用対効果の検証を明示した点は、民間投資の予見可能性を高める方向として合理性がある。 
fileciteturn0file3

経済的にも、日本の低い生産性に弱い資本蓄積が寄与しているというOECDの診断を踏まえれば、設備投資、
AI、人材、電力、組織改革を一体で強化する方向は妥当性が高い。特に第8回が「資金さえ出せば投資は増え
る」という発想ではなく、建設労働力と電力を明示的な制約として扱った点は重要である。 

一方、政策の成否は投資総額では測れない。2040年度250兆円の国内設備投資は2025年度水準から年約4.6%
の名目増を長期間維持する必要がある野心的目標であり、政府モデルの230兆円も上回る。実現には、政府補
助で既存投資を付け替えるのではなく、新規投資を追加的に生み、設備投資比率と資本生産性を同時に上げ
なければならない。  fileciteturn0file1

さらに、積極財政のタイミングには注意が必要である。IMFが既に2026年のプラスの需給ギャップと将来の
利払い費増を指摘する状況で、供給力拡大より先に需要だけを押し上げれば、賃金・生産性より物価・建設
費・電力料金・長期金利に効果が漏れる可能性がある。会田委員の「高圧経済」論とIMFの短期財政スタンス
は、今後の政策運営における重要な対立軸である。 fileciteturn0file4 

したがって、年末の実行計画を評価する際の最重要KPIは、単なる「予算消化率」や「官民投資額」ではな
く、民間投資の追加誘発額、労働生産性、実質賃金、国内付加価値、輸出・海外売上、建設リードタイム、
系統接続期間、地域波及、そして事業別の費用便益である。達成できない案件を縮小・撤退し、新技術へ資
金を再配分できる仕組みが入るかが、従来型の「総花的産業政策」との本質的な分水嶺になる。これは政府
自身が掲げる追加性・波及効果の基準、片岡委員のEBPM提案、日本商工会議所のPDCA・撤退提案、IMFの
サンセット条項要求が共通して示している論点である。 fileciteturn0file3 fileciteturn0file6
fileciteturn0file7 

結論として、第8回は「370兆円を投じることを決めた会議」ではなく、7月に決めた長期戦略を、2027年度
から実際に動かすための選別・予算・制度・供給制約対策に移した会議である。 現時点では方向性の整合性
は高まったが、成否を決める肝心の「どの案件に、いくら、何年間、どの成果条件で支援し、失敗時にいつ
撤退するか」は未決定である。したがって、政策評価の次の決定的な観測点は、2026年末の「日本成長戦略
実行計画」と2027年度予算・特別会計関連法制になる。 
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日本成長戦略会議（第８回）｜内閣官房ホームページ
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/kaigi/dai8/gijishidai.html

日本成長戦略会議 | 総理の一日 | 首相官邸
https://www.kantei.go.jp/jp/105/actions/202610/01seichyou.html

日本成長戦略本部／日本成長戦略会議｜内閣官房ホームページ
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/index.html

城内大臣記者会見（令和7年11月4日） | 政府広報オンライン
https://www.gov-online.go.jp/press_conferences/minister_of_state/202511/video-304265.html

高市内閣総理大臣記者会見 | 総理の演説・記者会見など | 首相官邸
https://www.kantei.go.jp/jp/105/statement/2026/0727kaiken.html

経団連：定例記者会見（７/６）における筒井会長発言要旨 (2026-07-06)
https://www.keidanren.or.jp/speech/kaiken/2026/0706.html

経済財政諮問会議・日本成長戦略会議合同会議 | 総理の一日 | 首相官邸
https://www.kantei.go.jp/jp/105/actions/202607/21keizai_seichyou.html

IMF理事会、2025年の対日4条協議を終了
https://www.imf.org/ja/news/articles/2025/04/01/pr25084-japan-imf-executive-board-concludes-2025-article-iv-consultation-
with-japan

日本経済見通し：2026年7月 2026年07月24日 | 大和総研 | 神田 慶司 | 秋元 虹輝
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/outlook/20260724_025935.html

日本：2026年対日4条協議終了にあたっての声明
https://www.imf.org/ja/news/articles/2026/02/13/imf-cs-02172026-japan-staff-concluding-statement-of-the-2026-article-iv-
mission

Reigniting productivity growth: OECD Economic Surveys: Japan 2026 | OECD
https://www.oecd.org/en/publications/oecd-economic-surveys-japan-2026_54cc833d-en/full-report/reigniting-productivity-
growth_67b7a182.html

戦略17分野の官民370兆円投資：総花的で見えにくい成長戦略の理念 | 木内登英のGlobal
Economy & Policy Insight | 野村総合研究所(NRI)
https://www.nri.com/jp/media/column/kiuchi/20260622.html

令和の殖産興業の評価に必要な視点 2026年09月02日 | 大和総研 | 末吉 孝行
https://www.dir.co.jp/report/column/20260902_012475.html

人口動態圧力に対処し成長を促進するため、日本は生産性と労働供給を押し上げる必要がある
https://www.oecd.org/ja/about/news/press-releases/2026/05/japan-needs-to-boost-productivity-and-labour-supply-to-
address-demographic-pressures-and-strengthen-growth.html

高性能ＡＩの社会実装「成長戦略実現に不可欠」、産業構造転換など行動計画…高市首相がきょう策定表
明 (2026年10月1日掲載) - ライブドアニュース
https://news.livedoor.com/topics/detail/32456435/

今後５年「集中投資期間」に＝戦略１７分野、年末に計画策定―成長戦略会議 – TheNews
https://www.thenews.ne.jp/detail/3741509/

首相、建設業の人手不足解消指示 | OANDA FX/CFD Lab-education（オアンダ ラボ）
https://www.oanda.jp/lab-education/market_news/kn_2026100101001927/

高性能AI普及へ　高市総理が行動計画とりまとめを指示
https://news.tv-asahi.co.jp/news_politics/articles/000537200.html
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高市首相、建設業の人手不足対策を指示 AI導入も検討 - ニュースよみくらべ
https://yomikurabe.kokokori.jp/articles/905

日本成長戦略成功の鍵は「攻め」の経済安全保障｜地経学研究所（IOG）の研究活動
https://instituteofgeoeconomics.org/research/2026093001/

〖解説〗高性能AI普及へ向けた行動計画を年内策定、高市首相表明へ｜Yoshi_it
https://note.com/natty_toucan386/n/n1c9476abd1fa

日本成長戦略会議（第３回）｜内閣官房ホームページ
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/kaigi/dai3/gijishidai.html

高市総理「裁量労働制など見直し」検討指示　「家事負担の軽減」に向けた国家資格創設も　日本成長戦
略会議 | TBS CROSS DIG with Bloomberg
https://newsdig.tbs.co.jp/articles/withbloomberg/2618861

経済財政諮問会議・日本成長戦略会議合同会議 | 総理の一日 | 首相官邸
https://www.kantei.go.jp/jp/105/actions/202606/24keizai_seichyou.html
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